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は じめに

本論文の課題は,英 国の雇用審判所 に申し立てた労働者が,ど のような法律支援 を受けて事

件 を争 うのかを,貿 易産業省(DTI)調 査の結果を紹介することにより,概 観す ることである。

雇用審判所に申 し立てた労働者は,制 度 としては,代 理人を依頼 しても依頼 しな くて も,ど

ちらでもかまわない。また代理人は,弁 護士にか ぎらず,誰 でもよい。雇用審判所の制度の も

ともとの趣旨は,代 理人を依頼 しないで も労働者が利用で きることであっ為 といわれるし,か

つては,代 理人を依頼 しない労働者が多かったともいわれる。現在で も,代 理人を依頼 しない

労働者は少な くない。 しか しまた,現 在では,依 頼する労働者が増加 しつつあるともいわれる。

どの程度の労働者が代理人を依頼するのか,代 理人は何 をするのか,こ の代理人に誰がなるの
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か,代 理人の費用は誰が どのように負担するのか,こ れらの概観が本論文の課題である。 また,

そもそ も,雇 用審判所で争われるのは個別労働紛争であるか ら,個 別労働紛争事項 となる問題

が職場で発生すると,労 働者が雇用審判所に申し立てる前に,労 働者が問題 を誰かに相談 し支

援を受けることも,十 分に想定で きることである。その流れの中から,労 働者が雇用審判所へ

の申し立てもあ りえることとな り,申 し立てそのものへの支援も受けるのである。では,申 し

立ての前に,労 働者は誰に相談 し支援 を受けるのか,こ れらの概観 も本論文の課題である。

ここで 「誰」 と私が よぶ組織 として重要なものは,英 国の伝統的な社会常識から考えれば,

労働組合である。遠藤公嗣[2006b]が あ きらかにしたように,組 合員が個別労働紛争を争 う

こと,そ して,そ の組合員を法律支援す ることを,英 国の労働組合は当然の活動 と認識するか

らである。その活動は,新 組合員 を獲得するための,そ して,現 組合員の組合脱退を抑制する

ための,重 要な労働組合活動である。この労働組合活動の解明を,雇 用審判所に申し立てた労

働者の側か らお こなうこと,こ れが本論文の課題が含意するところの1つ である。

しか しなが ら,こ の含意について,留 意 しておきたいことがある。現代英国では,労 働組合

だけが労働者の申 し立てを支援する重要な組織 とは,も はや言 うことがで きないことである。

現代英国にはCitizensAdviceBureauやLawCentreな どと呼ばれるさまざまなNPOが 活動 し

ていて,こ れらのNPOが,雇 用審判所に申し立てる労働者の支援 に,労 働組合に勝 るとも劣

らない役割 をすでに果た している。 さらに,EmploymentLawAdvisorと 一般的に呼ばれると

ころの,雇 用法についての助言と援助を有料で提供するコンサルタン ト業者 も,弁 護士 と区別

されて,少 数例ではあるが,労 働者の申し立てを支援 している。本論文で も,こ れ ら組織や業

者の姿 と役割を垣間見ることができよう。 これらの事実を重要だと私は思っている。 しか し,

これら組織や業者の解明については,私 のつ ぎの研究課題 としたい。

1貿 易産業省(DTI)調 査

貿易産業省(DTI)は,省 外の研究者に調査を委託 して,雇 用審判所(1996年 までは労使審

判所)に 申し立て られた事件の諸特徴を分析することに,か ねてか ら努力 してきた。委託 され

た研究者は,事 件の申立人労働者と被申立人使用者の無作為抽 出サ ンプルにたいする調査 を実

施 し,そ の回答 を分析 した。その調査 は,1987年,1992年,1998年,2003年 と,こ れまで4

回実施 されているp4回 実施されたそれぞれの調査によって,調 査 された項 目は異なる。

そのうちの最新の2003年 調査(報 告書はHaywardetal.[2004])は,事 件の申立人労働者

と被 申立人使用者のそれぞれが誰か らどのような法律支援 を受けたかの解明を,調 査項 目の重

点の一つ とした。 とくに,ほ ぼ全部の調査項 目で,労 使それぞれの回答が別個に分析 された。
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そのため,申 立人労働者が受けた法律支援のみに注 目することができ,そ の概要を理解するこ

とがはじめて可能になった。

実は,1998年 調査(報 告書 はLatreilleetal.[2004])1)も また,事 件の申立人労働者と被

申立人使用者が受けた法律支援の解明を調査項 目の重点の一つ としていたが,調 査結果の多 く

で労使を区別せず合計の数値 を掲示 したため,状 況の解明は不十分であった。これは調査の欠

陥といえよう。2003年 調査は,1998年 調査の欠陥の克服 を目指 したともいってよい。ところで,

法律支援の解明を調査項 目の重点 としたことが示唆するのは,法 律支援のあ り方が雇用審判所

における審理 とその結果に影響す ることに,最 近になって,英 国の研究者が注 目するように

なったことを意味するのかもしれない。

本論文では,労 働者が受けた法律支援 についての調査結果を概観する。使用者が受けた法律

支援については,必 要なか ぎりで言及するにとどめる。 したが って本論文では,2003年 調査

報告書 に主 に依拠 して状況 を概観する。1998年 調査報告書 と1992年 調査報告書へは,補 足的

に言及する。

これ ら報告書 に記述について,注 記 してお きたいことがある。それは,2003年 調査報告書

も他の報告書 も,文 意に不明確 さを残す個所が少なくないことである。たとえば 同一 と考え

るべ き用語が,別 の用語にことわ りな く書 き換えられることが多い。「弁護士」 とか 「事務弁

護士」であ り,「労働組合」とか 「労働組合役員」である。私は,報 告書を読みは じめた当初は,

これは意味のある書き換えか もしれない と思 ったが,最 後には,そ うではないとの結論に達 し

た。 また,誤 植(た とえば 表3の 注10)参 照)や,文 意 を理解できない個所(た とえば 表

8の 注2)参 照)が ある。 これ らの他に も,不 明確 な記述は多い。記述の推敲が なされていな

い といわざるをえない。委託調査報告書にあ りがちなことかもしれないが,非 常 に貴:重な情報

を記述 しているゆえに,私 は残念に思う。

2003年 調査はつ ぎのように実施 された。雇用審判所へ申し立て られた事件のうち,2002年3

月から2003年3月 までの期間に,審 理前の和解 も審理後の決定も含めて,解 決した事件 を対象

とした。これ ら事件の申立人労働者から2236人 を,被 申立人使用者から2281人 を無作為抽出し,

CATI(Computes-AssistedTelephoneInterviewing)に よって,そ の回答 を収集 した。回答

率 は,労 使 と も66%で あ っ た。2003年 調 査 は,英 語 で は,SETA2003(Surveyof

EmploymentTribunalApplications,2003)と 略称 されることが多い。 なお1998年 調査は,

2603年 調査よ りサ ンプル ・サ イズは小 さいけれ ども,類 似の手法で実施された。1998年 調査

はSETA1998と 略称 されることが多い。
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2申 立人労働者の属性と特徴

どの ような属性 と特徴 をもった労働者が雇用審判所の申立人となるのか。それを確認 してお

こう。表1は,申 立人労働者の属性 と特徴 を示す数値を,労 働力調査のそれらと比較 している。

表1に 示 されたことの第1の 特徴 は,大 雑把にいえば,申 立人労働者の数値が労働力調査の

数値 に近似することである。これをいいかえると,英 国のどのような属性 と特徴 をもった労働

者であっても,雇 用審判所 の申立人 となる可能性 に大 きな違いがないことであるといってよ

いo

しか し子細 にみると,第2の 特徴 として目にとまるのは,申 立人は 「男性」「期間を定めな

い全時間勤務(Permanentfulltime)」 「管理職 と上級職員」である労働者がやや多いことであ

る。 これ らの特徴からは,申 立人は相対的に恵まれた雇用条件で働 く労働者であるといってよ

いかもしれない。

ところが第3の 特徴 として 目にとまるのは,「期間を定めない全時間勤務」従業員 にかぎっ

た 「年あた り賃金額」の中央値については,申 立人労働者の額は労働力調査の額より低いこと

である。この低い額から推測すると,上 記 した 「相対的に恵まれた」 とい う程度が,実 は,そ

れほど高度ではない 「相対的に恵まれた」という程度か もしれない。

申立人労働者の属性 と特徴は,申 し立てた事由別にみると,事 由別で相当な違いがあること

に留意 しなければならない。その例を表2と して示そう。表2は,表1の 第1列 ・最終行におけ

る数値(組 合員24%,非 組合員76%,全2236サ ンプル)の,申 し立 て事 由別の内訳である。

実は,本 論文における表1の 第1列 における数値は,2003年 調査報告書の原表 においては,主

要 な5つ の事由 とその他の事 由の計6つ の事由別にわけて,掲 示 している。この原表の6つ の

事由別の数値のままに引用 したのが,奉 論文における表2で ある。なお,申 し立てができる事

由は法で規定されていて,現 在のそれは60を 超える。

表2に あきらかなことは,申 し立て事由が 「差別」であると,申 立人労働者が組合員である

可能性が高 まることである。すなわち,全 サンプルでは組合員24%で あったが,「 差別」事由

サ ンプルでは組合員35%に 高まる。 また,申 し立て事 由が 「不公正解雇」でも,そ のサンプ

ル数が多いために全サンプルの数値に近似するとはいえ,な お,申 立人労働者が組合員である

可能性が高まる。すなわち,'全 サンプルで組合員24%に たい し,「不公正解雇」事 由サ ンプル

では組合員27%で ある。

この数値の傾向は,い くつかの解釈が可能であろう。「差別」という労働者にとって厳 しい

事由の事件と,「不公正解雇」 という,や は り労働者にとって厳 しく,ま た最多である事由の

個別労働紛争について,雇 用審判所に申 し立ててまで争 うことができるのは,申 立人労働者が
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表1申 立人労働者の属性と特徴(2003年 労働力調査との比較)

属性と特徴

2003年 調査

(2236サ ンプル)

比較参考:

2003年 労働力調査

(大ブリテン島)

性 別

男

女

民族

白人

黒人

アジア系

混血

その他

年齢

16-19歳

20-24歳

25-34歳

35-44歳

45-54歳

55-64歳

65歳 以上

平均値[歳]

中央値[歳]

身体障害

長期の疾病/障 害

長期の限定的な疾病/障 害

長期の疾病/障 害なし

扶養する子供(16歳 未満)

有

無

最終学歴

大卒またはそれ以上

大卒未満の高等教育

中等教育修了Aレ ベル,そ の同等

Aレ ベル未満の他の修了資格

一般中等教育修了A -C,その 同等

他の修了資格

修了資格なし

1

0
4

だ
0

3

0

4

90

1

1

9

3

7

9

7

7

7

1

2

2

1

2

9
臼

1

4

4

8

0

9
白

1

1

Q
O

7

3

3

ρ
0

0

に
U

O
J

9
自

り
白

1

1

り
乙

23

-

Q
ゾ

e
O

4

3

2

3

1

1

9

6

0

3

6

1

2

1

9

9

1

∩乙

9
白

2

1

3

3

1

1

Q
ゾ

リ
乙

1

7

7
σ

3

3

6

9

0

」仕

1

1

9
白

3

3

0

2

1

1

雇用上の地位

期間を定めない全時間勤務 81 71
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期 間 を 定 め ない 部 分 時 間 勤 務

臨 時 の 職 務

職 業 グ ル ー プ

管 理 職 と上 級 職 員

ManagersandSeniorOfficials

専 門 職

Professional

準 専 門 職 と技 術 職

AssociateProfessionalandTechnical

運 営 職 と秘 書 職

AdministrativeandSecretaria1

熟 練 職

SkilledTrades

対 人 サ ー ビス

PersonalService

営 業 と顧 客 サ ー ビス

SalesandCustomerService

工 程 ・工 場 ・機 械 の 操 作 員

Process,Plant,andmachineOperatives

初 級 職

Elementary

年 あ た り賃 金 額

(期 間 を 定 め ない 全 時 間勤 務 従 業 員)

中 央 値[英 ポ ン ド]

勤 続 年 数

平 均 値[年]

中 央 値[年]

試 用 期 間

Yes

No

労 働 組 合 員 ・職 員 団 体 員

組 合 員

非 組 合 員

り
0

5

1

25

5

1]

11

10

5

8

11

14

17,50C

だ
0

3

ハ0

り
Q
9

4

ρ0

∩
乙

7

9
0

丑
U

2

14

12

14

14

9

8

9

8

13

19,500

7

3

2

7
σ

サンプル数 2236

注:1)表 の 第1列 が2003年 調 査 の結 果 で あ り,第2列 が,比 較 参 考 の た めの2003年 労 働 力 調査(大 ブ リテ ン島)

の結 果 で あ る。2003年 調 査 の結 果 の う ち,雇 用 上 の 地位 は2199サ ンプ ル,年 あ た り賃 金 額 は1783サ ン

プ ル,勤 続 年 数 と試 用 期 間 は2199サ ンプ ル であ る。

2)特 記 した 数 値 の ほか は,パ ーセ ン トを示 す 。 一は,0を 示 す。 無 回 答 な どの 表 示 は省 略 して い る。

3)最:終 学 歴 の 表 記 は,2003年 調査 と2003年 労 働 力 調 査 で 微 妙 に 異 な り,正 確 な対 応 関係 で な い よ う に思

われ る。

4)2003年 調査 報 告書 のTable2.1か らTable2.4の 数 値 を選 択 して,遠 藤 公 嗣 が1表 に ま とめ た。

出所:2003年 調 査 報 告 書77-83ペ ー ジ。
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表2労 働組合員 ・職員団体員の申し立て事由

不 公 正

解 雇

Unfair

Dissmisal

契約違反 賃金法

BreachofWages

ContractAct

退 職 手 当

Redun-

dancy

Payments

差別 その他

Discrimi-

nationOthter

総計

All

組合員

非組合員

サ ンプル数

7

つ
σ

9
白

7

901

8

∩
乙

1

8

286

8

2

1

8

545

00
7

1

00

102

「0

に0

3

だ0

173

1

0
」

3

ρ0

230

76

2236

注;1)「 賃金法」事由とは,賃 金からの控除を違法と主張する申し立てであるが,付 加給付賃金の支払いを請

求する申し立ても,そ の意味のうちに含まれるように思われる。

2)数 値はパーセントを示す。

出所:2003年 調査報告書81ペ ージ。

組合員として,そ の労働組合から支援をえられるからなのかもしれない。逆に,労 働組合の弱

体化のため,労 働組合が主体 となった自主的な労使交渉によっては,こ うした個別労働紛争 を

組合員に有利に解決できな くなった結果 なのかもしれない。 どのような解釈が適切なのかは,

この数値の傾向だけでは判断できない。

なお,組 合員か否かとい う属性 の他においても,申 し立て事由が 「差別」であると,申 立人

労働者の属性 と特徴に目立つ ものがある。本論文では表 を掲示 しないけれども,そ のい くつか

の例を指摘 してお く。す なわち,申 し立て事 由が 「差別」であるど 女性が多い(男 性29%,

女性71%),非 白人が多い(白 人61%,黒 人21%,ア ジア系12%,混 血3%,そ の他3%),学 歴

が高い(大 卒 またはそれ以上40%),専 門職 ・中下層ホワイ トカラーが多い(管 理職 と上級職

員19%,専 門職17%,準 専 門職 と技術職19%,運 営職 と秘書職21%,熟 練職1%,対 人サー ビ

ス3%,営 業 と顧客サービス11%,工 程 ・工場 ・機械の操作員2%,初 級職8%),で ある。これ

ら数値 を,表1の 対応する数値 と比較 されたい。 これ ら数値で,「女性が多い」「非白人が多い」

は予測できようが,「 学歴が高い」「専 門職 ・中下層ホワイ トカラーが多い」は,指 摘されては

じめてなるほどと納得す るところが,私 にはある。

表のこうした読み取 りが示唆することは,統 計的手法によって,申 立人労働者 を数グループ

に分類で きるか もしれないことである。調査の個票を用いるならば,こ れが可能であろう。 し

か し,2003年 調査報告書では,こ の分類はおこなわれていない。この分類 は今後の課題 とい

うべ きであろう。

付言 してお くと,1992年 調査報告書 もまた,申 立人労働者のい くつかの属性 と特徴 を申 し

立て事由別に表示 していて,表 示 された傾向は2003年 調査報告書の傾向に近い。とくに1992

年調査報告書が,申 し立て事由 「差別」を 「性差別」 と 「人種差別」に分離 して掲示 したこと

は,傾 向の理解 に有益である。そのいくつか を取 り出 して指摘すると,つ ぎの とお りである。
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「性差別」事由では女性は多いが,「 人種差別」事 由では全サ ンプルの傾向に近い。「性差別」

事由では全サ ンプルの傾向に近いが,「 人種差別」事由では非白人が多い。「性差別」.事由では

運営職 と秘書職が とりわけて多いが,「 人種差別」事由では専門職 準専門職 と技術職 運営

職 と秘書職の全部で多い。「性差別」事由と 「人種差別」事由ともに,組 合員であるか否かは,

全サンプルの傾向に近い(1992年 調査報告書,Table2.1-2.5,4-7ペ ージ)。

3申 し立 て書式(IT1)の 入手 と記入

雇用審判所 に労働者が事件を申 し立てるには,IT1と 呼ばれる公式の申し立て書式 を入手 し,

これに記入 して,記 入 したIT1を 雇用審判所 に提出しなければならない2)。 この提出が申し立

てを意味する。このIT1を 労働者はどこか ら入手 したのか。それを確認 しておこう。表3は ,

IT1の 入手先を申 し立て事由別に示 している。

表3に 示 されている第1の 特徴 は,入 手先が多様なことである。表3の 総計でみ ると弁護士

が最多であるが,そ のほかの5つ の入手先,す なわち,CitizensAdviceBureau,ACAS,公

共職業安定所 労働組合,ETS,を 加えた6つ の入手先が,主 要 といってよいであろう。労働

組合はその1つ である。

労働組合が主要な入手先に含まれることの意味は,多 くの労働組合がIT1を 手元につねに準

備 していることと理解 してよいであろう。多 くの労働組合にとって,IT1が 必要 となる状況の

出現は珍 しくなく,IT1が 必要となった場合,そ れを組合員にただちに交付できるためである。

いいかえると,多 くの労働組合は,組 合員が雇用審判所に申し立てる場合 を考慮につねに入れ

ているのである。

労働組合の数値(総 計で16%,た だし表3の 注10)を 参照のこと)は,実 質的には,も う少

し大きいと考え られよう。というのは,労 働組合が提携する弁護士事務所に,労 働組合がその

組合員 を紹介 し,そ の弁護士事務所に所属す る弁護士から組合員がIT1を 入手 した場合は,そ

れは弁護士の数値に含まれる可能性があるからである。なお2003年 調査の質問項 目は,労 働

組合が弁護士事務所 と緊密に提携す る関係に,配 慮 をしていない。そのため,IT1の 入手 と記

入の場合で も,後 述するところの,代 理人の依頼の場合でも,こ の提携の関係 は解明されてい

ない。 この提携の関係 に配慮 した質問項 目を設計 しなかったことは,2003年 調査の欠陥とい

わなければならない。

第2の 特徴は,申 し立て事由が 「差別」であると,IT1の 入手先でもまた特徴があることで

ある。ACASと 公共職業安定所が減少 し,か わって,EmploymentLawCentreと 事務弁護士

(solicitor)が 増加する。さらに,使 用者と機会均等委員会が加 わるが,こ れらは他の事由では
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表3申 し立て書式(IT1)の 入 手先

不 公 正

解 雇

Unfair

Dissmisal

契約違反

Breachof

Contract

賃 金 法 退 職 手 当

Redun-

Wagesdancy

ActPayments

差別 その他

Discrimi-
nationOthter

総計

Al]

弁 護士

CitizensAdvice

Bureau

ACAS

公 共職業安定所

労働組合

ETS(電 話 で)

ETS(online)

ETS(不 明)

EmploymentLaw

Centre

人 種平等委員会

使用者

機会均等委員会

他のWebsite

その他

不明

Q
ゾ

『
U

9
白

1
1

0

ー

ワ
臼

ρ
0

9
臼

つ
」

ワ
臼

-

1

1

*

*
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Q
♂

2

1

3

つ
σ

ρ0

だ
0

3

2

1

1

1

1

0
0

武
)

9
自

4

1

G
乙

0
ゾ

0

0

7

∩
0

3

2

1

1

1

*

*

5

6

つ
σ

3

1

り
乙

だ
0

1

つ
σ

ρ
0

り
Q

ワ
9

1

1

1

0
σ

8

つ
σ

3

2

1

4

ハb

4

8

3

1

8

1

8

n
乙

1

1

3

4

O

Q
ゾ

ワ
白

-

O

n乙

ρ0

ρ0

3

1

3

1

1

1

1

7

2

∩
乙

8

0
乙

-

り
0

1

ρ
0

ρ0

ワ
白

2

n∠

1

1

1

-

*

*

*

4

5

サンプル数 901 286 545 102 173 230 2236

注:1)弁 護 士 は,原 表 で は 「事 務 弁 護士,法 廷 弁 護士,そ の 他 の 弁護 士 」 で あ る の を,私 が 省 略 表記 した 。 な

お,事 務 弁 護 士 が大 多 数 とい って よい で あ ろ う。

2)CitizensAdviceBureauは,法 律 上 の助 言 や支 援 を市 民 に無料 で提 供 す るNPOで あ る。

3)ACASは,Advisory,Conciliation,andArbitrationService(エ イ カ ス)で あ る 。遠 藤 公 嗣[2006a]を

参 照 され た い 。 な お 報 告 書 の 注 記 に よれ ば,「ACASにIT1は 置 か れ て い な い。 この 回答 は,回 答 者 の

認 識 と して扱 われ るべ きで あ る。」(2003年 調査 報 告書31ペ ー ジ)

4)公 共 職 業安 定 所 は,JobCentresの 訳 で あ る。

5)ETSは,EmploymentTribunalServiceで あ り,雇 用審 判 所 の 管理 運 営 機 関 で あ る。

6)LawCentreは,と くに社 会 厚 生 関連 法 上 の 助 言 や支 援 を市 民 に無 料 で 提 供 す るNPOで あ るが,資 金 の

あ る部 分 を政 府 か らえ て い る。EmploymentLawCentreは,そ の 雇 用 法担 当の 部 門 の こ とと思 わ れ る。

7)人 種 平 等 委員 会 は,CRE(CommissionforRacialEquality)の 訳 で あ り,人 種 差 別 一 般 の解 消 を 目的 と

す る独 立 行 政 委員 会 で あ る。

8)機 会 均 等 委 員 会 は,EOC(EqualOpportunitiesCommission)の 訳 で あ り,性 差 別 一 般 の解 消 を 目的 と

す る独 立 行 政 委員 会 で あ る。

9)数 値 はパ ー セ ン トを示 す 。*は 四 捨 五入 で1に な らない こ とを示 す 。 一は0を 示 す。

10)数 値 に誤 植 が あ る と推 測 で きる が,す べ て の 数値 が原 表 の ま まで あ る。 推 測 の 根 拠 は,あ)退 職 手 当 の

列 の合 計 が95と な り,四 捨 五 入 を考 慮 して も,そ れ は少 なす ぎる,い)総 計 の列 の労 働 組 合16は,そ

の 内訳 にあ た るそ れ ぞ れ の数 値 に 比 して,多 す ぎる,で あ る。

出所:2003年 調 査 報 告 書100ペ ー ジ 。
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表4申 し立て書式(IT1)の 記入への援助

援助の有無

労働者が独力で記入した

誰かから記入に援助を受けた

誰かが全部を記入してくれた

不明

サンプル数

誰が援助したか

弁護士

労働組合の役員/職 場委員

CitizensAdviceBureau

家族 または友人

EmploymentRightsAdvisor

仕 事 の同僚

ACAS

人種平等委員会

その他

不明

ワ
自

6

0

ワ
白

5

9
9

り
乙

2236

必

17

17

16

2

1

1

1

2

*

サ ンプ ル 数1031

注:1)数 値 はパ ーセ ン トを示 す 。*は 四捨 五 入 で1に な らな い こ と を示 す。

2)弁 護士,CitizensAdviceBureau,ACAS,人 種平 等 委 員 会 ,に つ い て は 表3の 注 を参 照 さ れ たい 。

3)労 働 組 合 の 役 員 は専 従 役 員 を意 味 し,職 場 委員 は非専 従 役 員 を意 味 す る と思 わ れ る。

4)EmploymentRightsAdvisorは,雇 用 法 に つ いて の助 言 と援 助 を有 料 で 提 供す る コ ンサ ル タ ン ト業者 を

意 味 す る と思 わ れ る。EmploymentLawAd》isorが よ り適 切 な用 語 と思 わ れ る 。

出所:2003年 調 査 報 告書101ペ ー ジ。

まれである。この特徴は,「 差別」事由の個別労働紛争のユニークさを示唆す るのかもしれな

いo

さて,入 手 したIT1へ の記入は,労 働者にとって容易でない といわれている。労働者は,事

件の内容 と申し立て事由を,明 確で適切な文章にして記入 しなければならないけれども,多 く

の労働者はこれに不慣 れだからである。この記入にどの程度の援助があったのだろうか。それ

は誰か らの援助だったのだろうか。表4は ,そ れを示 している。

表4に よzと,「 誰かから記入に(部 分的な)援 助を受けた」労働者が26%で あ り,「誰かが

全部 を記入 して くれた」労働者が20%で あって,両 者 を合計する と,全 体の46%の 労働者が

記入に何 らかの援助を受けたことになる。誰が援助 したかをみると,弁 護士の数値が群 を抜い

て大 きい。そ して,弁 護士の数値からかなりの隔た りがあって,労 働組合の役員/職 場委員 ,

CitizensAdviceBureau,家 族 または友人,の3者 が,ほ ぼ同数でつづいている。 もっとも実

質的には,労 働組合の数値 は,IT1の 入手の場合 と同 じく,も う少 し大 きい と考えられよう。

弁護士の数値に,労 働組合が提携する弁護士が記入を援助 した場合が含 まれるはずだか らであ
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る 。

4代 理人の依頼

申立人労働者は,自 分の代理人を指名 して,そ れをIT1に 記入することができる。代理人を

指名すると,雇 用審判所か ら申立人労働者に送 られる全部の連絡や通知は,こ の代理人あてに

なされる。 もちろん,代 理人を指名 しな くて もか まわない。本論文では,2003年 調査報告書

の用語にしたがい,こ の代理人を 「IT1上で指名の代理人」と呼ぶ。

さて申立人労働者 は,申 し立て事件に関連 して,毎 日のように(day-to-day),対 処すべ き

諸事があるといわなければならない。 この諸事の,報 告書本文による定義(お そ らく調査票に

記 載 の定義)は 「書類作 成 や事 務処 理 他 か ら来 た書 簡へ の返信,ETS(Employment

TribunalService,雇 用審判所サー ビス)へ の対応,被 申立人である使用者への対応,等 々」

(2003年 調査報告書,31ペ ージ)で ある。これら諸事への対処 を,労 働者は代理人に依頼する

ことがある。本論文では,2003年 調査報告書の用語に したがい,こ の代理人を 「毎日の(day-

to-day)代 理人」 と呼ぶ。

申立人労働者はまた,雇 用審判所の本審理(fullhearing)に おいて,代 理人を依頼するこ

とができる。 もっとも,代 理人を依頼せず,本 人のみの出席でもかまわない。 ところで,雇 用

審判所に申し立てられた事件は,本 審理を受ける前に,そ の相当数がACASな どのあっ旋や

当事者間の任意交渉によって解決 し,本 審理を受けるに至るのは,申 し立て事件の30%以 下

である,と いわれる。 したがって,代 理人が本審理でそ もそも依頼 されるに至 らないことが多

いことは,留 意 されてよい。本論文では,2003年 調査報告書の用語に したがい,こ の代理人

を 「本審理の代理人」 と呼ぶ。

「IT1上で指名の代理人」「毎 日の代理人」「本審理の代理人」のそれぞれへの依頼 は,ど の

程度なのか。表5は,そ れぞれへの依頼の程度を示 している。

表5に 掲示 された調査結果を大雑把にいえば,ど の代理人についても,申 立人労働者の半数

前後が依頼するといってよい。

もっとも子細にみると,「IT1上 で指名の代理人」 と 「毎日の代理人」の依頼は1つ のグルー

プであ り,「本審理の代理人」の依頼 との問に,特 徴 に差があると理解すべ きかもしれない。

前者を一つのグループと理解で きるかもしれない理由は,あ る仮定をもうけると,代 理人 「あ

り」の比率が類似するかもしれないことである。すなわち,「IT1上 で指名の代理人」に 「不明」

が著 しく多 く,そ の理由は,回 答者が正確な記憶を失ったためと推測 してよいであろうが,こ

の 「不明」が 「あ り」であると仮定すると,代 理人 「あ り」の比率は類似する。そもそ も,「IT1
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表5代 理人の有無

あ り なし 不明 サンプル数
IT1上 で指名の

代理人

40 47 13 2197

毎日の代理人 55 45 * 2236

本審理の代理人 42 58 440

注1)数 値 はパ ー セ ン トを示 す 。*は 四捨 五 入 で1に な らな い こ と を示 す 。一は0を 示 す。

2)2003年 調 査 報 告 書 のTable4.4,Table4.5,Table4.6の 数値 を 選 択 して,遠 藤 公 嗣 が1表

に ま とめ た。

出所;2003年 調 査 報 告 書103-105ペ ー ジ。

表6誰 が代理人なのか

IT1上 で指名の

代理人

毎日の

代理人

本審理の

代理人

EmploymentRightsAdvisor

事 務 弁護士

労働組合役員

CitizensAdviceBureau

家 族 または友人

組織外の誰か

その他

不明

サンプル数

3

6

6

1

8

1

5

1

4

2

1

866

3

51

20

14

13

6

*

1231

n
∠

-

β0

7

0

ロ

5

「D

1

1

1

185

注:1)数 値 はパ ー セ ン トを示 す。*は 四捨 五 入 で1に な ら ない こ とを示 す 。一は0を 示 す 。

2)EmploymentRightsAdvisorは,雇 用法 に つ いて の 助 言 と援 助 を有 料 で 提供 す る コ ンサ ル タ

ン ト業者 を意 味 す る と思 われ る。EmploymentLawAdvisorが よ り適切 な用 語 と思 わ れ る。

3)CitizensAdviceBureauは,法 律 上 の助言 や支 援 を市民 に無 料 で提 供 す るNPOで あ る。

4)本 表 のサ ンプル 数 は,表5で 「あ り」 と回答 した申 立 人労 働 者 の 数 で あ る。

5)2003年 調 査 報 告 書 のTable4.4,Table45,Table4.6の 数値 を選 択 して,遠 藤 公 嗣 が1表 に ま と

めた 。

出所2003年 調 査 報告 書103-105ペ ー ジ。

上で指 名 の代理 人」 と 「毎 日の代理 人」が一 致する こ とは,奇 異 な ことで もないで あろ う。 ま

た両者 は,サ ンプル数で も類似 す る。

さて,こ れ ら代 理人 となるの に必要 な資格 は,制 度上 で何 も規定 されて いない。誰 で も代理

人 とな るこ とが で きる。で は,誰 が代 理人 となるのか。表6は,そ の 「誰」 を示 してい る。

表6に よ る と,そ の 主要 な者 は,事 務 弁護 士(solicitor),労 働 組 合 役員,CitizensAdvice

Bureau,家 族 または友 人,の4者 であ る。 事務弁護 士 の数値 が群 を抜 い て大 きい。 もっ と も,

代 理人 に必 要 な資格 は と くにない とはい え,法 律上 の諸事 につい ての代 理人 なので,事 務 弁護
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表7代 理人の重複

毎日の代理人

事務弁護士 労 働 組 合 役 員CitizensAdvice家 族 また は 友 人

Bureau

IT1上 で指名の代理人

事務弁護士

労働組合役員

CitizensAdviceBureau

家 族 または友人

サンプル数

56

3

1

593

0
0

.メ

ー

239

42

1

158

3

=0

3

1

2

146

注;1)数 値はパーセントを示す。一は0を 示す。

2)サ ンプル総数は,「毎日の代理人」を依頼 した申立人労働者の全部から,IT1上 で代理人を指名 しなかっ

た者を除外 した数である。 したがって,パ ーセントに表示されないサンプルの多 くは,「IT1上 で指名

の代理人」が不明のサンプルである。

3)「 重複」の意味は,報 告書本文の記述(32,33ペ ージ)か ら推測すると,「その立場の人の重複」であっ

て,「同一人物の重複」の意味にかぎられないように思われる。

4)2003年 調査報告書のTable4.5bを,表 頭と表側の掲出順のみを変更して,引 用した。

出所;2003年 調査報告書104ペ ー ジ。

士が多 数 となるの は当然 で もあ る。

代 理人 の依頼 に労働 組合 が はたす役 割 は,労 働 組合 役員 の数値(26%,20%,15%)に 表 示

される よ りも,実 質的 には大 きい と考 え られ よう。 なぜ な らば,労 働 組合が,そ の提携 する事

務弁護 士 に,組 合 員で ある 申立 人労 働者 の代 理人 とな るこ とを依 頼す る場合 があ るはず だか ら

で ある。 この場合 は,代 理 人 はた しか に事務 弁護士 であ るが,そ の依 頼 に労働組 合が はたす役

割 は考 慮 に入 れ られ るべ きであ ろ う。

つ ぎに ,「IT1上 で 指 名 の代理 人」 「毎 日の代 理 人」「本審 理 の代理 人」 は,ど の程 度 の重複

が あるのか。調査 報告書 は,「IT1上 で 指名 の代理人 」と 「毎 日の代理 人」の重複 についてのみ,

上 記 の主要 な4者 にか ぎって,重 複度 を表示 してい る。 それ を引用 した のが,表7で あ る。前

述 した ように,「IT1上 で 指名 の代 理人」 と 「毎 日の代理人 」の依頼 は1つ の グルー プ と考えて

よいか も しれないので,こ の選択 は適切 であろ う。

表7に よると,「 労働 組合役 員」の重複 度が,つ い で 「事務弁護 士」 の重 複度が,高 い といっ

て よい。逆 に,「 家族 または友 人」の重複 度 は低 い。

「重複 」の 意味 につい て,報 告書 は明確 に説 明 して いない。私 見で は,』この 「重 複」 は 「そ

の立場 の 人の重複 」の 意味 であ って,「 同一人物 の重 複」 の意味 にか ぎられない よ うに思 われ

る。 なぜ な らば 報告書本 文 につ ぎの よ うな記述が あ るか らであ る。 す なわち,申 立 人労働者

の7%が 述べ る ところに よれば,「IT1上 で指 名の代 理人」 は 「毎 日の代理 人」 と同一人物 であ
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表8代 理人と助言の費用負担

申立人

労働者

被申立人

使用者
全額支払い
一部支払い

支払いなし(無 料)

不明

5

∩
コ

5

1

2

ρ
0

4

ρ0

7
8

3

7

1

サ ンプル数13671365

注:1)数 値はパーセントを示す。

2)サ ンプル数についての原注は不明確であって,文 面からは2と お りの解釈が可能であ り,そ れらは,a)

「毎 日の代理人すなわち助言者」(友 人である場合を除く)を 依頼 したところの,・申立人労働者と被申立

人使用者の数 または,b)「 毎 日の代理人」または 「助言者」(友 人である場合 を除く)を 依頼 したと

ころの,申 立人労働者 と被申立人使用者の数 である。解釈が分かれる理由は,報 告書中のこの表では

じめて,「助言」「助言者」が無定義で使用されているからである。 しか し,2と おりの解釈ともに重大

な難点がある。a)と 解釈するのは,「毎日の代理人」と 「毎日の助言者」がもともと同一の概念だった

と仮定する場合であるが,そ う仮定すると,表6の サンプル数(1231)よ り表8の サンプル数(1367)

が多いのは矛盾である。なぜならば,表6の サンプル数(1231)か ら 「友人である場合を除」いたのが,

表8の サンプル数(1367)に なるはずだか らである。b)と 解釈するのは,報 告書に記述がないにもか

かわらず,実 際には 「助言者」の調査がおこなわれていて,そ の数値が表8の サンプル数に加算されて

いるとの仮定であるが,こ の仮定は相当に苦しい。そもそも 「友人である場合を除く」は,正 確には 「家

族または友人である場合を除く」の誤記ではないかとの疑問もある。したがって,調 査対象サ ンプルは

何なのかの疑問は大きい。

私の想像は,「IT1上 で指名の代理人」「毎日の代理人」「本審理の代理人」のいずれかであって 「家族

または友人である場合を除く」が表8の 調査対象サ ンプルである。想像の根拠は,ア)調 査 目的からし

て調査対象サンプルを「毎日の代理人」に限定する理由が乏しい,イ)「 家族または友人である場合を除」

いてなおサンプル数(1367)が 多いのは,代 理人の種類を特定 しないためである,と 考えるからである。

しかし私の想像は,原 注の文面と相当に異なる。

3)2003年 調査報告書のTable4.20を,一 部省略して,引 用した。

出所:2003年 調査報告書116ペ ージ。

る(2003年 調査報告書32ペ ージ)。 また,「 本審理の代理人」 を依頼 した 申立 人労働者の

18%が,そ の 「本審理の代理人」は,本 審理がはじまる前にすでに,そ の申立人労働者のため

に,そ の事件 に関係 していた,と 指摘する。調査者によれば その 「関係」 とは,「本審理の

代理人」が 「IT1上で指名の代理人」ない し 「毎日の代理人」であったことと思われる(2003

年調査報告書33ペ ージ)。 さらに調査者は,7%の 数値 も18%の 数値 も低す ぎる可能性があ り,

重複度についてはさらなる調査が必要であると述べた。「さらなる調査が必要」 に私 も同感で

あ り,重 複度は不明確 なままにとどまった,と いうべ きであろう3)。

5代 理人と助言の費用

代理人や助言を依頼すると,そ の費用が必要かもしれない。その費用はどの程度であ り,ど
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のように負担されているのか。この疑問を念頭においた質問の調査結果は,表8で ある。

表8の 結果で もっとも注目すべ きことは,代 理人や助言を依頼 した代価 を,65%と いう多数

の申立人労働者がまった く支払っていないことである。 なお表8は,そ の調査対象サ ンプルが

何なのかに疑問が大きい(表8の 注2)を 参照)。 しか し,そ の疑問を留保 して もなお,65%が

多数であることは揺るがないであろう。

私見では,こ れは当然であ り,ま た意外で もある。「当然」 とい うのは,多 数の申立人労働

者が代理人を依頼する(表5)が,そ れは代価が無料だか らこそである,の 因果関係を想起で

きるか らである。また 「意外」 というのは,代 価が無料の依頼を引 き受ける代理人が多数存在

することを意味するからである。代価無料の依頼 を引き受ける代理人が誰かの内訳は,残 念な

ことに,調 査結果に表示 されていない。 しか し報告書本文の内訳 らしき記述によれば,1/3以

上の申立人労働者は 「専門的代理人」(文 章の前後から私が判断すると,事 務弁護士 など弁護

士職の者の意味である)か ら 「無料の助言」をえていて,ま た,1/5以 上の申立人労働者 は 「労

働組合」または 「CitizensAdviceBureau」 か ら「無料の助言」をえている(2003年 調査報告書,

40ペ ージ)。 なお報告書本文のこの個所は,「助言advice」 とも 「代理representation」 とも 「助

言 と代理」とも述べて記述に厳密さに欠けるが,上 記の 「無料の助言」は 「無料の助言と代理」

の意味に理解すべ きであろう。

英国の雇用審判所事件では,代 理人や助言 を依頼 した代価 を,多 数の申立人労働者が まった

く支払っていない。これは重要な注目すべ き事実である。いいかえると英国には,雇 用審判所

事件ない し個別労働紛争において,申 立人労働者に代理人や助言を無料で提供できる社会的仕

組みが存在する。英国における雇用審判所事件は非常 に多数であ るが(遠 藤公嗣[2006a]),

その理由の1つ は,こ の社会的仕組みの存在にあるといって もよいであろう。

申立人労働者の場合 と対照的なのが,被 申立人 となった使用者の場合である。 この対照のた

めに,表8は 使用者の場合の数値 も表示 している。それによると,74%と いう多数の使用者が,

代理人依頼の代価全額を支払っている。 もっとも,こ れは当然であ り,意 外ではないだろう。

付言すると,被 申立人使用者の17%も また,代 理人や助言を依頼 した代価をまった く支払っ

ていない。企業規模が小 さいほど支払わない傾向がある。すなわち,従 業員25人 未満の企業

だ と23%が 支払 っていない(2003年 調査報告書,Table4.21,116ペ ージ)。 報告書本文の内訳

らしき記述によれば,1/4以 上の被申立人使用者は 「専門的代理人」から 「無料の助言」をえ

ていて,1/5以 上の被申立人使用者は 「使用者団体EmployerslTradeAssociation」 か ら 「無

料の助言」をえている4)(2003年 調査報告書40ペ ージ)。

さて,代 理人 を依頼 した代価を申立人労働者が支払 う場合,そ れは どのような支払い方なの

であろうか。これについて,調 査者は興味深い調査項 目を設定 していた。成功報酬(contingent
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表9申 立人労働者が支払う成功報酬

うち,う ち,短 期間で うち,標 準期間で

全部の事件で 差別主張の事件で 調停成立の事件で 調停成立の事件で

勝利の場合のみ

勝利と敗北のどち

らの場合でも

取 り決めなし

不明

サンプル数

1

1

1

1

魔
∪

2

7

1367

3

1

1

1

4
ム
3

7

219

凸」

4

1

2

9

288

0
0
4

1

1

2

り
乙

7

860

注:1)数 値 は パ ー セ ン トを示 す。

2)サ ン プ ル数 につ い ての 原 注 の 文 面 は,表8の 注2)と 同 一 の 疑 問 が あ る。 な お,表9と 表8の サ ンプ ル数

が 同 一 で あ る こと は,表9の 調 査 目的 か ら して,調 査対 象 サ ン プル を 「毎 日の 代 理 人 」 に 限 定 す る理 由

が ます ます 乏 しい こ と を示 唆 して い る 。

3)2003年 調査 報 告書 のTable4.21を,一 部 省 略 して,引 用 した。

出所2003年 調 査 報 告 書116ペ ー ジ。

fee)制 の有無である。成功報酬制 とは,簡 単 にい うと,聖「勝利」か 「敗北」かなどの事件の結

果によって,代 理人に支払うべ き代価の金額が変動する制度のことである。報告書本文による

と,事 務弁護士 とEmploymentLawAdvisor5)へ の支払いは時間単位であることが通例であ

るけれ ども,彼 らが成功報酬制の取 り決めを申立人労働者に求めることがある。その典型的な

取 り決めは,解 決金額の1/3に 加えて交通費などの実費立替額 を申立人労働者が支払 うことで

あるが,取 り決めは事件 ごとに非常に多様である(2003年 調査報告書,40ペ ージ)。 また,

EmploymentLawAdvisorの 宣伝文句は しばしば 「NoWin,NoFee(勝 利な くして料金なし)」

なので,こ れは成功報酬制を意味すると思われる(た とえば,McDonough&Associatesの

ホームページ,http://www.mcdonoughassociates.co.uk/2007年1月17日 アクセス)。 成功報

酬制が どれほど普及 しているのかの調査結果は,表9に 示 される。

表9に よれば,「 毎日の代理人」(家 族または友人である場合 を除く)を 依頼 した申立人労働

者の11%が,勝 利の場合にのみ,成 功報酬 を代理人に支払う。11%と いう数値が示すのは,成

功報酬制が珍 しい制度 とはいえないことである6)。また,勝 利 と敗北のどちらの場合にも支払

う制度が,同 じ程度(11%)に 普及 している。 ところで実は,「 勝利の場合 にのみ」 と 「勝利

と敗北のどち らの場合 にも」の区別は,そ れほど重要で なく,両 者の合計22%が 成功報酬制

の普及度 と考えるべ きか もしれない。なぜ ならば 申立人労働者の請求の100%が 認め られる

「完全勝利」事件 は少数であろうし,、大多数の事件 は金銭解決であることが知られているか ら,

どの程度の解決金額が 「勝利」か 「敗北」かの線引 きは容易でなく,そ れは各事件ごとに異な

らざるをえないか らである。そ もそ もであるが,こ うした状況を反映 してなのか,そ れとも,

単 に記述がないだけなのかわからないが,こ の調査における 「勝利」 と 「敗北」の定義は不明
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である。ちなみに,成 功報酬制の取 り決めなしの場合は,通 例の時間単位での支払いであると

考えられよう。

事件の性格によって,成 功報酬制の普及度は異なるか もしれない。表9は,そ の状況を部分

的に表示 している。これについて容易 に立てられる仮説は,雇 用差別を主張する事件では成功

報酬制の普及度は高いか もしれないことである。なぜならば,雇 用差別 を主張する事件で申立

人労働者が 「勝利」すると,そ の 「勝利」金額は高いことが知 られているか らである。調査者

はこの仮説 を意識 して表9を 掲示 している。 ところが表9に よると,仮 説 に反 して,そ の普及

度は全部の普及度 とほぼ同 じである。標準期間で調停成立の事件でも,そ の普及度はほぼ同 じ

である。はっきりと異なるのは,短 期間で調停成立の事件であって,そ の普及度は全部の普及

度より低い。これらの状況 をどう解釈 してよいのかは,私 によくわか らない し,報 告書本文に

も説明はない。

6申 し立ての結果と組合員資格

残念なことであるが,申 立人労働者への法律支援が申し立ての結果に与える影響ない し相関

関係は,2003年 調査でも,そ の前の調査で も,調 査項 目とされていない。 しか し1992年 調査に,

わずかなが ら関連する調査事項がある。 もっとも,そ れは留保 しなければならない条件つきの

調査事項でもある。それは,労 使審判所(調 査時)に 申し立てた事件の結果 と,申 立人労働者

の組合員資格 との関係の調査である。留保 しなければならない条件 とは,申 立人労働者への質

問調査でな く,非 申立人となった使用者への質問調査の結果であるため,申 立人労働者の組合

員資格の有無は直接情報でなく,そ れだけ情報の信頼度が低いか らである。その調査結果を表

10と して掲示する。

表10に 掲示の数値で もっとも目につ くことは,事 件が労使審判所の決定にまで至 った場合

の,申 し立て 「是認」決定 と申し立 て 「却下」決定 との比率である。組合員の場合は 「是認」

(13%)よ りも 「却下」(23%)が2倍 近 く多いが,非 組合員の場合は 「是認」(16%)と 「却下」

(16%)が 同率である。 この違 いの理由をどう解釈 してよいのか,私 はよくわか らない し,報

告書本文にも説明はない。

なお組合員の場合,そ の 「是認」決定は,決 定全体 の36%に あたるといいかえることがで

きる。これに関連 して,調 査報告書本文では,申 立人労働者への質問調査の結果に言及 し,組

合員で労使審判所の決定 を受けた36%が 「有利」な決定だったと回答 しているので,非 申立

人使用者への質問調査の結果と一致す ると述べている。(1992年 調査報告書,24ペ ージ)。 し

か し,申 立人労働者への質問調査の結果は表として掲示されていない。掲示 しない理由も述べ
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表10申 し立ての結果と組合員資格

申立人が 申立人が

組合員 非組合員 不明 全体
申し立てを審理前に解決

申し立てを審理前に取下

申し立てを労使審判所が是認

申し立てを労使審判所が却下

サンプル数

4

り
δ

り
0

9
白

-

り
乙

530

0
ヲ

O
J

4
∪

ρ
)

4
^
1

1

1

1057

貫
」

7

7
5

9
倉

4

n∠

1
1

1

139

菊

21

15

18

1726

注=1)数 値 はパ ー セ ン トを示 す 。

2)サ ンプル 数 は,回 答 した 使用 者 の 数 で あ る。

3)1992年 調査 報 告 書 のTable4.4を,引 用 した 。

出所;1992年 調査 報告 書24ペ ー ジ 。

られ ていな い。

7む すびにかえて一 日本への示唆 一

英国のどの ような属性 と特徴 をもった労働者であっても,雇 用審判所の申立人 となる可能性

がある。

そ して,い わば,た またま雇用審判所に申し立てることになった英国の労働者は,雇 用審判

所へ申し立てる事件について,さ まざまな局面で代理人を依頼することにより,広 範な法律支

援 を受 けている。その法律支援は,申 し立て書式(IT1)の 記入の代理から,申 し立て事件に

関連 して対処すべ き諸事の代理や,雇 用審判所における審理の代理まで,さ まざまである。

しかも,相 当数にのぼる労働者が,代 価 を支払うことなく無料で,こ うした法律支援を享受

している。この因果関係 を常識的に考えると,法 律支援の代価が無料 という原因があって,雇

用審判所に申し立てる労働者が相当数にのぼる結果になるのである。また,こ れをいいかえる

と,英 国には,雇 用審判所事件において,申 立人労働者 に法律支援を無料で提供できる社会的

仕組みが存在するのである。英国における雇用審判所事件は非常 に多数であるが,そ の理由の

1つ は,法 律支援 を無料で提供で きる社会的仕組みの存在 にあるといってもよいであろう。

さて日本においては,2006年4月 から,労 働審判制度が施行された。 日本の労働審判制度は,

あ きらかに,英 国の雇用審判所の制度を一つのモデルとする。 ところで,本 論文の執筆時は労

働審判制度の施行から1年 に満たず,労 働審判制度が労働者にどの程度に活用 されているのか,

労働審判制度が個別労働紛争の解決にどの程度に機能 しているのかについて,私 はほ とんど知

らない。情報の公開時期が待たれる。 しか し,本 論文で概観 した英国の状況からは,日 本の労

働審判制度がどの程度に活用 され機能するかについて,一 つの示唆がえられるであろう。それ
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は,労 働審判事件の申立人 となるか もしれない労働者に,法 律支援 を無料で提供できる社会的

仕組みが どれほど存在するかによって,労 働審判制度の活用と機能の程度が左右 されるであろ

うことである。

現状を省察すると,大 雑把にいえば,こ の ような社会的仕組みは現代 日本に十分でないよう

に思 う。 日本の多数派企業内組合は,自 組合員の個別労働紛争を企業内組合 とは縁遠い紛争と

認識 しているので,個 別労働紛争ない しは労働審判事件 を争 う自組合員が存在するはずである

に もかかわらず,か れ らに法律支援を無料で提供することは,ほ とんど想定にないであろう。

現代 日本の労働組合の中で,組 合員に法律支援 を無料で提供することを想定内の活動 とするの

は,お そらく少数派企業内組合といわゆる個人加盟ユニオンであろうが,両 者とも組織 は小さ

く非常 に非力であ り,提 供に大 きな限界があることは明白である。非労働組合の 「労働運動

NPO」 もまた労働者に法律支援を無料で提供することを想定内の活動とするといってよいが,

やは り組織は小 さく非常に非力であ り,提 供に大 きな限界がある。なお 「労働運動NPO」 と

は私の造語であ り,非 労働組合であって,個 別労働紛争の当事者 となった労働者への支援をふ

くめて,さ まざまな労働者 にさまざまな支援 を提供する組織のことである(遠 藤公嗣[2007]

を参照)。

現状 を上記の ように考えると,日 本における労働審判制度の施行は時宜に合い適切であった

と私は考えることがで きるし,そ のため,労 働審判制度のある程度の活用 と機能 も私は予想で

きるが,し か し,英 国における雇用審判所ほど大規模な活用 と機能を予想することは,私 はで

きない。

※本テーマの研究にあたり,明 治大学在外研究員制度および(財)労 働問題 リサーチセ ンター
■

による研究助成を受けた。本論文は,そ の研究成果の一部である。記 して,感 謝の意を表 した

いo

【注 】

1)私 は,在 英 研 究 中 の2004年11月 に,貿 易 産 業 省 の 担 当部 署 か ら の 郵 送 に よ って,2003年 調 査 報 告書 と

1998年 調 査 報 告 書 の2つ を入 手 した。 そ れ らの 書 誌 表 記 に よ れ ば,両 報 告 書 と も2004年 の 発 行 で あ っ た。

この書 誌 表 記 に した が う と,報 告 書 の発 行 年 と調 査 実施 年 が相 当 に乖 離 す る こ とに な り,ま た発 行 年 が 両

報 告 香 で 同一 とな り,紛 らわ しい。 そ こで 本 論 文 で は,こ れ ら報 告 書 にか ぎ って 通常 の文 献 表記 を おこ な

わ ず,た と え ば2003年 調 査 な い し2003年 調 査 報 告 魯 と表 記 す る。1998年 調 査 や1992年 調 査(報 告轡 は

TremlettandBanerji[1994])に つ い て も同様 で あ る。

2)IT1のITは,IndustrialTribunalの 頭 文 字 で あ っ た と思 わ れ る。 雇 用 審 判 所(EmploymentTribuna1)と

1996年 に改称 され る まえ の労 使 審 判所(lndustrialTribunal)で も,公 式 の 申 し立 て 書 式 と して,ほ ぼ同 一
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の 書 式 が 同 一名 称IT1で 使 用 され て い た か らで あ る。 した が って,雇 用 審 判 所 と改 称 され た 後 も,書 式 名

称IT1が 相 当 の期 間に わ た って 改 称 され な か った こ と に な る。 不 改 称 に よる 制度 上 の ち ぐは ぐに無 頓 着 な

こ と は,い か に も英国 ら しい とい うべ きで あ ろ うか。 なお,労 働 者 に よ るIT1の 提 出 の 後,こ のIT1で 被

申立 人 と され た使 用 者 が提 出す る書 式 は,IT3と 呼 ばれ た 。

と ころ でIT1とIT3は,現 在,ET1とET3と 改 称 され る と と もに,Onlineで 提 出 が可 能 と なっ て い る(ET

ホ ー ム ペ ー ジ,2006年12月26日 ア クセ ス)。 改 称 とOnline化 は,お そ ら く2005年 以降 と思 わ れ る。

3)2003年 調 査 にお け る重 複 度 の 調 査 項 目の 設定 は,1998年 調 査 にお け る つ ぎの調 査 結 果 を よ り明確 化 す る意

図 が あ っ た と思 わ れる。 す なわ ち,1998年 調査 報 告 書 に よれば,代 理 人 を依 頼 した 申立 人労 働 者 の85%が,

代 理 人 は 申 し立 て の前 か ら事 件 に か か わ って い る,と 回 答 して いた の で あ る(1998年 調 査 報告 書,67ペ ー

ジ)。 しか し1998年 調 査報 告 書 は,代 理 人 とは 誰 の こ と か,そ れ らの 代 理 人 は重 複 してい るの か,に つ い

て 明 示 して い なか った。2003年 調 査 で は,こ の 明確 化 が 意 図 され た と思 われ る。 しか し,代 理 人 と は誰 か

の 明 確 化 に は成 功 した もの の,重 複 度 の明 確 化 に は成功 しなか った とい って よい 。

4)「1/4以 上 の(1/5以 上 の)被 申立 人使 用 者 」 は原 文 のマ マ で あ り,「 被 申立 人 使 用者 の17%… 代 価 を ま っ

た く支 払 って い ない」 も原 文 の と お りで あ るが,両 者 は一 致 しない 。 前 者 は 「代 価 を ま っ た く支 払 って い

な い 被 申立 人使 用 者 」 の 「1/4以 上(1/5以 上)」 の意 味 か も しれ な い が,原 文 を そ の よ うに 読 む こ とは で

きな い 。

5)EmploymentLawAdvisorは 原 文 の マ マ であ る。報 告 書 の 他所 で はEmploymentRightsAdvisorの 用 語 が

み られ るが,両 者 は 同一 の 意 味 で あ っ て,EmploymentLawAdvisorが よ り適 切 な用 語 と思 わ れ る。

6)「 イ ギ リス で は,ど の よ う な事 件 につ い て もcontingentfee[成 功 報 酬 制]は 許 され な い 」(田 中英 夫 編

[1991])と の解 説 が あ るが,現 在 で は,こ の 解説 は不正 確 な こ とに な る。
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